
三宅	 佐藤さんは、ハーバード・ビ

ジネス・スクール（HBS）日本リ

サーチ・センター長をされていらっ

しゃいます。まずは、日本リサー

チ・センターの役割について教えて

いただけますか。

佐藤	 まず、日本リサーチ・セン

ターの設立の経緯からお話ししたい

と思います。

　1996年に、当時の学長が、

「Global Initiative」を始めました。

世界経済がグローバル化していく中

で、ビジネス・スクールで扱う研究対

象やケースの中身が、アメリカ・セン

トリックで偏り過ぎているのではな

いかという危機感をもったからです。

　そこで、米国外の経済動向や面白

い動きをしている企業を見つけて

情報発信をするミッションを担った

リサーチ・センターが設立されまし

た。日本に設立されたのは2002年

です。現在、米国外の地域に5カ所、

リサーチ・センターがあります。

三宅	 ビジネス・スクールを国外に

設立したわけではないんですよね。

佐藤	 ビジネス・スクールのグロー

バル化は2つあると思うんです。

　一つは、キャンパスをグローバル

に持つ方法です。もう一つは、コンテ

ンツをグローバル化する方法です。

HBSは、後者です。リサーチの対象を

グローバル化していく。教材で使う

ケースの中身をグローバル化してい

く。その対象を見つけるのがリサー

チ・センターです。そうすることに

よって、ボストンのキャンパスに来れ

ばグローバルなことが学べる。そうい

うグローバル化を図っています。

三宅	 世界に5つしかない拠点の中

に、東京が入っている、ということ

ですね。

佐藤	 そうです。日本は、世界の経

済の規模からいうと、中国に抜かれ

たとはいえ、まだ3番目の大きさで

すから、それだけ重要だということ

はいえます。

　ただ、先生方の日本に対する興味

が段々なくなってきているのは事実

です。

三宅	 やはり中国に目が向いている

ということですか？

佐藤	 中国とインドですね。

　日本に対する興味が少なくなって

いる理由は幾つかあると思うんで

す。一つは、マクロレベルで見て日

本はこの20年間ほとんど変化がな

いことです。

　それから、海外メディアの日本に

対するカバレッジが減っています。

そうすると、先生方が、自然に接す

る情報の中に日本が入ってこなくな

るということです。そのほか、いろ

いろな国際会議に日本企業の参加者

が減っていて、日本のプレゼンスが

見えないということがあります。

　MBAの学生も減っています。

ピーク時で、1学年20人ぐらいいた

のが、今、1桁から、多くてやっと2

桁に乗るか乗らないかというレベル

です。日本人の先生も今は、元一橋

大学の竹内弘高先生ただ一人です。

　それに対して、インド系の学生

日本企業の
プレゼンス低下

「アジア」について語る時、以前は当然
のごとく、「除く日本」であることが
多かった。世界第2位のGDPを誇る
日本がそこにあったからだ。しかし
今、それが過去になりつつある。どの
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80年から82年で、『Japan as 

Number One』が書かれた直後で

したので、先生方は日本にものすご

く興味を持たれていて、日本企業に

関するケースも増えていきました。

　当時は、アメリカの製造業が悪く

なっていく一方で、日本企業が著し

い成長を見せていました。また、今

まで業績が悪かったアメリカの会社

の工場を、日本企業が買収したら、

改善してしまった。なぜ、工場で働

いているアメリカ人は同じなのに、

日本の企業がマネージするとよくな

るのかというところで、彼らはもの

すごく興味を持ったわけです。

三宅	 彼らは、謙虚に日本から学ぶ

ことをやったわけですね。

佐藤	 政府でも委員会を設立して、

アメリカの競争力をどうやって高め

たらいいかを議論しました。

三宅	 今度は、日本があらためて謙

虚に学ばなければいけないというこ

とですね。

佐藤	 おっしゃる通りです。

　日本は外から学ぶことを積極的に

を習わないということになります。

　HBSは、毎年900人の学生が卒

業していきます。900人が、世界

中に散っていって、将来リーダー

シップを取るポジションに就くわけ

です。彼らの頭の中に日本のことが

全然ないというのはボディーブロー

的に効いてくると思います。

　私どものケースは、HBSで使わ

れるだけではなくて世界中で使われ

ています。年間に900万コピーぐ

らい売れています。その中に日本の

企業のケースが一つでも増えていく

ことは重要だと思います。

　先生方がとりあげる日本企業の

ケースは、「日本の企業だから」と

いうことではなくて、先生が取り上

げたい状況にフィットする企業が、

たまたま日本企業だった、というこ

とになります。すなわち、日本の企

業である必要はないんです。

三宅	 佐藤さんがHBSの学生だっ

た頃は、まったく環境が違っていま

したよね。

佐藤	 私がHBSで勉強したのは

は、5倍近くいますし、先生も35

人位います。去年の7月に就任した

HBSの10代目の学長は、初めてア

メリカ生まれではない、インド人の

先生です。ですから、自然にインド

のことは先生方の話題にもなるし、

インドの母国の企業のケースを書こ

うというふうになるわけです。

　これは、HBSだけではなくて、

恐らくアメリカのビジネス・スクー

ルで共通していると思います。

三宅	 日本の企業のケースを取り上

げてもらうのは、相当大変というこ

とになりますね。

佐藤	 MBAの1年生のプログラ

ムは全部必修科目です。1年生で

250～260ケースをやりますが、

その中で日本に関するケースは今6

個しかありません。その内2つがマ

クロ経済に関するもので日本の企業

のケースは4つしかないんです。

　2年生は選択科目ですので、仮に

日本のケースを扱っていない科目を

選択すると、2年間で500習うケー

スの中で6個、1％しか、日本のこと

位、日本のプレゼンスは下がっている
のであろうか。それは回復できるので
あろうか。ハーバード・ビジネス・ス
クールの日本リサーチ・センター長
の佐藤氏に語っていただいた。
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長期的な戦略を見据えれば、
グローバル人材が必要である
ことが分かります。

しなくなってしまったと思うんで

す。「何でも自分でやればいいんだ」

と。そういう意志はある意味で重要

だと思うんですが、世の中にコンペ

ティターがいないときはそれでもよ

かったのかもしれません。しかし、コ

ンペティターがものすごく力を付け

てきたときには、通用しません。

　国営企業を含む中国の企業やイン

ドの企業の人たちが今アグレッシブ

に学んでいるアメリカのビジネスの

やり方は、われわれ日本人が20年

前、30年前のアメリカから採り入

れたことではなくて、最先端のこと

を採り入れているわけです。ジャン

プしたところで学んでいます。

　ところが日本は、アメリカから

「学ぶべきものはない」と思ってい

るわけです。これは大間違いです。

経営のやり方だって、ビジネス・ス

クールで教えていることだって、進

化しているんです。

　日本ではオープンイノベーション

が浸透していません。その理由は何

か。これは、人から聞いた話です

が、欧米の企業に比べると、日本企

業のR&Dの目標設定水準が低いそ

うなんです。欧米の企業は、目標設

定がすごく高いので、何でも自分で

やるのは難しい。だから自分たちが

弱いところは外から組み込むという

発想になるそうです。

　日本の企業は、本当にまじめに取

んなが同じような考え方、金太郎あ

め的になっています。そこでは多様

性はなかなか生まれません。

三宅	 そういう問題が結構明らかな

状況でありながら、なぜ変われない

んでしょうか。少しは変化が出てき

ていますか？

佐藤	 去年から潮目が変わってきた

と思っています。グローバル人材が

経営のテーマとして大きく取り上げ

られるようになってきています。そ

れは、今回の金融危機で、製造拠点

としてだけではなくマーケットとし

て多様な海外を考えなければいけな

い、というのが明確になったからだ

と思います。

　日本の企業に欠けているのは戦略

です。オペレーションについての改

善は毎日、一生懸命やるんですけれ

ども、企業がどうあるべきか、5年

先、10年先に向けてのロードマッ

プの作成が苦手なんです。長期的な

戦略を見据えれば、グローバル人材

が必要であるということは前から分

かっていたはずなんです。

三宅	 グローバル人材育成の動きを

加速するためには何が必要でしょ

うか。

佐藤	 とにかく外を見ることです。

トップ自らが、何が違うのかを見る

ことがまず必要だと思います。

三宅	 ビジネス・スクールへの企業

派遣も積極的に行ってほしい、とお

考えですか？

佐藤	 日本の企業の派遣制度は縮小

しています。これは2つ理由があり

ます。一つは、コスト削減。もう一

つは、MBAを取るとすぐ会社を辞

めてしまう傾向があるからです。

　なぜ、すぐに辞めてしまうかと

り組んでいるのですが、どこに目標

を置くかというところのリーダー

シップが弱くなっているのかもしれ

ません。

三宅	 それが許される環境というこ

となんでしょうね。

佐藤	 これはガバナンスの問題でも

あると思います。株主の経営者に対

するプレッシャーが弱いんだと思い

ます。

三宅	 人材育成についても、同じこ

とがいえるのでしょうか。

佐藤	 日本の企業は社内研修に力を

入れています。ただ、社内研修だけ

ではグローバルな人材を育てるのは

難しいと思うんです。

　グローバルな人材を育てるという

ことは、言葉の問題だけではなく

て、世の中の多様な考え方を知る

ことが重要なポイントです。カル

チャーの違い、商慣習の違い、物事

の発想の違いなどです。それは、実

際に海外に行っていろんな国の人と

一緒に生活したり勉強することで初

めて得られるものです。

　また、特に日本の大企業の場合、

長年、同じ会社に勤める傾向にあり

ます。中途採用もあまり積極的では

ありません。ですから、基本的にみ

グローバル人材の育成
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いうと、日本企業がMBAの価値を

認めていないからです。せっかく

MBAを取得して帰ってきても、年

功序列のヒエラルキーのボトムに入

れられて、自分たちが学んだことを

すぐに活かせないわけです。

　活かしていくには、硬直的な年功

序列をもっとフレキシブルなもの

にして、若い人が活躍できる場を

つくっていくことが必要です。しか

し、そう簡単に変革できるものでは

ありません。

　ですので、日本では、企業派遣の

MBAを復活させるよりは、企業幹

部向けの、ディグリーがないプログ

ラムを受講いただく方がフィットす

るのではないかと考えています。

　日本の企業の幹部の方には、是非

AMP（Advanced Management 

Program）という、シニア向けで

一番期間の長い8週間缶詰めのコー

スに参加してほしいですね。

三宅	 AMPも、いろいろな国から

参加されているんですか？

佐藤	 毎回30カ国以上から参加い

ただいています。業種も様々で、

20業種以上になると思います。

　160人が2つのクラスに分かれ

て、更に8人ごとのグループに分か

れます。その8人は、必ず国籍が違

うようになっており、同じ寄宿舎の

中で過ごします。

　まず自分でケースを読んで勉強

して、今度は8人のグループの中で

ディスカッションして、それから

80人ぐらいのクラスでまた発言す

る、という3段階で学ぶわけです。

グローバルな人たちとディスカッ

ションして学んで、しかもすごく仲

よくなるわけです。

ロモートされないわけです。その場

合、トップレベルの人がどこにいる

かもアドバイスしてもらい、その人

にアプローチしていきます。

　常にグローバルなレベルでトップ

の先生を揃えようとしているわけで

す。だから、そこで学ぶ学生たちも

当然、グローバルでトップになって

いくわけです。

三宅	 国内しか見ていないと、国を

変えてやろうとか、イノベーション

で何かをやってやろうというのが育

たないですからね。

佐藤	 ホンダの本田宗一郎さんやソ

ニーの盛田昭夫さんは、最初からグ

ローバルのことを考えてやっていた

わけです。グローバルな思考を持つ

というのは実は、新しく始まったこ

とではなくて、昔の経営者はやって

いたわけです。

　日本の今の発展は、競争があった

からこそです。競争を否定したら発

展はありません。

　そういったチャレンジングな企業

が増えていけば、HBSで取り上げ

られる日本企業も増えていくと思い

ます。

三宅	 NRIも、ケースとして取り上

げてほしいと名乗れるようになりた

いです。

　本日は、ありがとうございました。

（文中敬称略）

三宅	 エグゼクティブとのネット

ワークはその後のビジネスでものす

ごく役に立ちますね。

佐藤	 日本の企業もだいぶ参加する

ようになってきましたが、圧倒的に

商社が多いんです。

三宅	 これからはもっと業種的に広

がってくるようになれば面白い。

佐藤	 今、日本の企業を訪問してエ

グゼクティブ用のプログラムを説明

していますが、反応はすごくよく

なっています。

　AMPは、日本の企業でいうと執

行役員候補とか執行役員になった方

が参加しています。当然学んだこと

をすぐに活かせるポジションにい

らっしゃるわけですから、ご本人に

とってもハッピーだし、組織に対し

てインパクトを与えられますから、

ウイン・ウインになれるわけです。

三宅	 ハーバード大学では、教授に

なるのも厳しい競争にさらされてま

すよね。

佐藤	 そうです。例えば、Assistant 

Professorを5年やったのち、

Associate Professorにプロ

モートされるのは半分だけです。

Associate Professorからテニュ

アーのProfessorになるのも半分。

だから、Assistant Professorから

テニュアーのProfessorになれるの

は4分の1だけです。

三宅	 どのようにプロモーションす

るんですか？

佐藤	 プロモーションにかかってい

る先生の分野について、その先生が

世界の中でトップレベルかどうかを

調べます。そして、権威ある先生か

らコメントをもらい、トップレベル

ではないと言われたら、この人はプ
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